
令 和 4 年 第 4 回

さくら市議会定例会議案書
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付 議 事 件
第 4 回定例会

番号 事 件 名 提案者 ﾍﾟｰｼﾞ

1
さくら市行政手続等における情報通信の技術の利

用に関する条例の一部改正について
市 長 P 3

2
さくら市職員の定年等に関する条例の一部改正に

ついて
〃 P 10

3
さくら市職員の給与に関する条例の一部改正につ

いて
〃 P 24

4
地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う

関係条例の整備に関する条例の制定について
〃 P 30

5
さくら市家庭的保育事業等の設備及び運営に関す

る条例の一部改正について
〃 P 36

6

さくら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営

に関する条例の一部改正について

〃 P 38

7
氏家都市計画事業上阿久津台地土地区画整理事業

施行に関する条例の一部改正について
〃 P 42

8 令和 4 年度さくら市一般会計補正予算（第 10 号） 〃 P 43

9
令和 4 年度氏家都市計画事業上阿久津台地土地区

画整理事業特別会計補正予算（第 2 号）
〃 P 87

10
令和 4 年度さくら市国民健康保険特別会計補正予

算（第 2 号）
〃 P103

11
令和 4年度さくら市介護保険特別会計補正予算（第

4 号）
〃 P119

12
令和 4 年度さくら市水道事業会計補正予算（第 2

号）
〃 P137

13
令和 4 年度さくら市下水道事業会計補正予算（第 3

号）
〃 P139

14
指定管理者の指定について（さくら市喜連川児童

センター）
〃 P149

15
指定管理者の指定について（さくら市氏家地区農

産物直売所）
〃 P150

諮問

１
人権擁護委員候補者の推薦について 〃 P151
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議案第1号

さくら市行政手続等における情報通信の技術の利用に関す

る条例の一部改正について

さくら市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一

部を改正する条例を次のように定める。

令和 4 年 12 月 1 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市行政手続等における情報通信の技術の利用に関す

る条例の一部を改正する条例

さくら市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平

成29年さくら市条例第14号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

さくら市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例

第1条を次のように改める。

（目的）

第1条 この条例は、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律

（平成14年法律第151号）第13条第1項の規定の趣旨にのっとり、情報

通信技術（デジタル社会形成基本法（令和3年法律第35号）第2条に規

定する情報通信技術をいう。以下同じ。）を活用した行政の推進につ

いて、情報システムの整備、情報通信技術の利用のための能力又は利

用の機会における格差の是正その他の情報通信技術を利用する方法に
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より手続等を行うために必要となる事項を定めることにより、手続等

に係る関係者の利便性の向上、行政運営の簡素化及び効率化を図り、

もって市民生活の向上に寄与することを目的とする。

第7条を削り、第8条を第12条とする。

第6条第1項中「市の機関は、」を削り、「規定により」を「規定にお

いて」に、「としている」を「が規定されている」に、「規則等」を「規

則」に改め、「書面等の作成に代えて」を削り、「の作成等」を「によ

り」に改め、同条第2項中「前項の規定」を「前項の電磁的記録」に、「を

書面等により行うものとして規定した作成等に関する」を「に関する他

の」に、「規定する」を「より」に改め、「みなして、」の次に「当該

条例等その他の」を加え、同条第3項中「第1項の場合において、市の機

関は、」を「作成等のうち」に、「より」を「おいて」に、「としてい

るもの」を「が規定されているものを第1項の電磁的記録により行う場合

には、当該署名等」に、「規則等」を「規則」に、「当該署名等に代え

る」を「代える」に改め、同条を第7条とし、同条の次に次の4条を加え

る。

（適用除外）

第8条 次に掲げる手続等については、第4条から前条までの規定は、適

用しない。

(1) 手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽がないかどうかを対面に

より確認する必要があること、許可証その他の処分通知等に係る書

面等を事業所に備え付ける必要があることその他の事由により当該

手続等を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を

利用する方法により行うことが適当でないものとして規則で定める

もの

(2) 手続等のうち当該手続等に関する他の条例等の規定において電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法

により行うことが規定されているもの（第4条第1項、第5条第1項、

第6条第1項又は前条第1項の規定に基づき行うことが規定されている

ものを除く。）

（添付書面等の省略）

第9条 申請等をする者に係る住民票の写し、登記事項証明書その他の規

則で定める書面等であって当該申請等に関する他の条例等の規定にお

いて当該申請等に際し添付することが規定されているものについては、
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当該条例等の規定にかかわらず、市の機関等が、当該申請等をする者

が行う電子情報処理組織を使用した個人番号カードの利用その他の措

置であって当該書面等の区分に応じ規則で定めるものにより、直接に、

又は電子情報処理組織を使用して、当該書面等により確認すべき事項

に係る情報を入手し、又は参照することができる場合には、添付する

ことを要しない。

（情報通信技術の利用のための能力等における格差の是正）

第10条 市は、情報通信技術を活用した行政の推進に当たっては、全て

の者が情報通信技術の便益を享受できるよう、情報通信技術の利用の

ための能力又は知識経験が十分でない者が身近に相談、助言その他の

援助を求めることができるようにするための施策、当該援助を行う者

の確保及び資質の向上のための施策その他の年齢、身体的な条件、地

理的な制約その他の要因に基づく情報通信技術の利用のための能力又

は利用の機会における格差の是正を図るために必要な施策を講ずるも

のとする。

（情報通信技術を活用した行政の推進に関する状況の公表）

第11条 市は、電子情報処理組織を使用する方法により行うことができ

る市の機関等に係る申請等及び処分通知等その他この条例の規定によ

る情報通信技術を活用した行政の推進に関する状況について、インター

ネットの利用その他の方法により随時公表するものとする。

第5条第1項中「市の機関は、」を削り、「規定により」を「規定にお

いて」に、「としている」を「が規定されている」に、「規則等」を「規

則」に改め、「書面等の縦覧等に代えて」を削り、「の縦覧等を」を「に

より」に改め、同条第2項中「前項の規定」を「前項の電磁的記録に記録

されている事項又は書類」に、「を書面等により行うものとして規定し

た縦覧等に関する」を「に関する他の」に、「規定する」を「より」に

改め、「みなして、」の次に「当該条例等その他の」を加え、同条を第6

条とする。

第4条第1項を次のように改める。

処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において

書面等により行うことその他のその方法が規定されているものについ

ては、当該条例等の規定にかかわらず、規則で定めるところにより、

規則で定める電子情報処理組織を使用する方法により行うことができ

る。ただし、当該処分通知等を受ける者が当該電子情報処理組織を使
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用する方法により受ける旨の規則で定める方式による表示をする場合

に限る。

第4条第2項中「前項の規定」を「前項の電子情報処理組織を使用する

方法」に、「書面等により行うものとして規定した処分通知等に関する」

を「に関する他の」に、「規定する書面等」を「規定する方法」に改め、

「みなして、」の次に「当該条例等その他の」を加え、同条第3項中「規

定」を「電子情報処理組織を使用する方法」に、「同項の」を「当該」

に改め、同条第4項中「第1項の場合において、市の機関は、」を「処分

通知等のうち」に、「より」を「おいて」に、「としているもの」を「が

規定されているものを第1項の電子情報処理組織を使用する方法により行

う場合には、当該署名等」に、「規則等」を「規則」に、「当該署名等

に代える」を「代える」に改め、同条に次の1項を加え、同条を第5条と

する。

5 処分通知等を受ける者について対面により本人確認をするべき事情が

ある場合、処分通知等に係る書面等のうちにその原本を交付する必要

があるものがある場合その他の当該処分通知等のうちに第1項の電子情

報処理組織を使用する方法により行うことが困難又は著しく不適当と

認められる部分がある場合として規則で定める場合には、規則で定め

るところにより、当該処分通知等のうち当該部分以外の部分につき、

前各項の規定を適用する。この場合において、第2項中「行われた処分

通知等」とあるのは、「行われた処分通知等（第5項の規定により前項

の規定を適用する部分に限る。以下この項から第4項までにおいて同じ。）」

とする。

第3条第1項を次のように改める。

申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において書面等に

より行うことその他のその方法が規定されているものについては、当

該条例等の規定にかかわらず、規則で定めるところにより、規則で定

める電子情報処理組織（市の機関等の使用に係る電子計算機（入出力

装置を含む。以下同じ。）とその手続等の相手方の使用に係る電子計

算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下同じ。）

を使用する方法により行うことができる。

第3条第2項中「前項の規定」を「前項の電子情報処理組織を使用する

方法」に、「を書面等により行うものとして規定した申請等に関する」

を「に関する他の」に、「規定する書面等」を「規定する方法」に改め、
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「みなして、」の次に「当該条例等その他の」を加え、同条第3項中「規

定」を「電子情報処理組織を使用する方法」に、「同項の市の機関」を

「当該申請等を受ける市の機関等」に、「当該市の機関」を「当該市の

機関等」に改め、同条第4項中「第1項の場合において、市の機関は、」

を「申請等のうち」に、「より」を「おいて」に、「としているもの」

を「が規定さているものを第1項の電子情報処理組織を使用する方法によ

り行う場合には、当該署名等」に改め、「かかわらず、」の次に「電子

情報処理組織を使用した個人番号カード（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第2

条第7項に規定する個人番号カードをいう。以下同じ。）の利用その他の」

を加え、「規則等」を「規則」に、「当該署名等に代えさせる」を「代

える」に改め、同条の次に次の2項を加え、同条を第4条とする。

5 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において証紙によ

る方法その他の手数料の納付の方法が規定されているものを第1項の電

子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、当該手数料の納

付については、当該条例等の規定にかかわらず、電子情報処理組織を

使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法であって規則で定

めるものをもってすることができる。

6 申請等をする者について対面により本人確認をするべき事情がある場

合、申請等に係る書面等のうちにその原本を確認する必要があるもの

がある場合その他の当該申請等のうちに第1項の電子情報処理組織を使

用する方法により行うことが困難又は著しく不適当と認められる部分

がある場合として規則で定める場合には、規則で定めるところにより、

当該申請等のうち当該部分以外の部分につき、前各項の規定を適用す

る。この場合において、第2項中「行われた申請等」とあるのは、「行

われた申請等（第6項の規定により前項の規定を適用する部分に限る。

以下この項から第5項までにおいて同じ。）」とする。

第2条第1号及び第2号を次のように改める。

(1) 条例等 条例、規則（地方自治法（昭和22年法律第67号）第138

条の4第2項に規定する規則その他の規程及び地方公営企業法（昭和

27年法律第292号）第10条に規定する企業管理規程を含む。以下同じ。）

並びにその他の申請、届出その他の手続に係る市の機関等が定める

根拠となる規定並びに栃木県知事の権限に属する事務の処理の特例

に関する条例（平成11年栃木県条例第31号）及び栃木県教育委員会
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の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成11年栃木県条

例第34号）により市が処理することとされた事務について規定する

栃木県の条例及び栃木県の執行機関の規則をいう。

(2) 市の機関等 次に掲げるものをいう。

ア 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、

固定資産評価審査委員会若しくは地方公営企業の管理者又はこれ

らに置かれる機関

イ アに掲げるもののほか、手続等に関する権限を有するもの

第2条第3号及び第4号を削り、同条第5号中「図形等」を「図形その他

の」に改め、同号を同条第3号とし、同条中第6号を第4号とし、第7号を

第5号とし、同条第8号中「法令又は」を削り、「市の機関」を「市の機

関等」に改め、同号を同条第6号とし、同条第9号中「法令又は」を削り、

「市の機関」を「市の機関等」に改め、同号を同条第7号とし、同条第10

号中「法令又は」を削り、「市の機関」を「市の機関等」に改め、同号

を同条第8号とし、同条第11号中「法令又は」を削り、「市の機関」を「市

の機関等」に改め、同号を同条第9号とし、同条中第12号を第10号とし、

同条の次に次の1条を加える。

（情報システムの整備等）

第3条 市の機関等は、情報通信技術を利用して行われる手続等に係る情

報システムの整備その他の必要な措置を講ずるものとする。

2 市の機関等は、前項の措置を講ずるに当たっては、当該措置の安全性

及び信頼性を確保するよう努めるものとする。

3 市の機関等は、第1項の措置を講ずるに当たっては、これと併せて、

情報通信技術を利用して行われる手続等及びこれに関連する市の機関

等の事務の簡素化又は合理化その他の見直しを行うよう努めるものと

する。

附 則

(施行期日)

1 この条例は、公布の日から施行する。

(経過措置)

2 この条例による改正後のさくら市情報通信技術を活用した行政の推進

に関する条例（以下「新条例」という。）第4条及び第5条の規定は、

この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に行われる電子

情報処理組織による申請等又は処分通知等について適用し、施行日前
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に行われた電子情報処理組織による申請等又は処分通知等については、

なお従前の例による。

3 この条例の施行の際現にこの条例による改正前のさくら市行政手続等

における情報通信の技術の利用に関する条例第5条又は第6条の規定に

より行われている電磁的記録による縦覧等又は作成等については、新

条例第6条又は第7条の規定により行われている電磁的記録による縦覧

等又は作成等とみなす。
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議案第 2 号

さくら市職員の定年等に関する条例の一部改正について

さくら市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。

令和 4 年 12 月 1 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例

さくら市職員の定年等に関する条例（平成 17 年さくら市条例第 31 号）

の一部を次のように改正する。

題名の次に次の目次及び章名を付する。

目次

第 1 章 総則（第 1 条）

第 2 章 定年制度（第 2 条―第 5 条）

第 3 章 管理監督職勤務上限年齢制（第 6 条―第 11 条）

第 4 章 定年前再任用短時間勤務制（第 12 条・第 13 条）

第 5 章 雑則（第 14 条）

附則

第 1 章 総則

第 1 条中「第 261 号」の次に「。以下「法」という。」を加え、「第 28

条の 2 第 1 項から第 3 項まで及び第 28 条の 3」を「第 22 条の 4 第 1 項

及び第 2 項、第 22 条の 5 第 1 項、第 28 条の 2、第 28 条の 5、第 28 条の
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6 第 1 項から第 3 項まで並びに第 28 条の 7」に改め、同条の次に次の章

名を付する。

第 2 章 定年制度

第 3 条中「60 年」を「65 年」に改める。

第 4 条第 1 項中「次の各号のいずれかに該当する」を「次に掲げる事

由がある」に、「その職員に」を「同条の規定にかかわらず、当該職員に」

に、「その職員を当該」を「当該職員を当該定年退職日において従事して

いる」に、「引き続いて」を「、引き続き」に改め、同項に次のただし書

を加える。

ただし、第 9 条第 1 項から第 4 項までの規定により異動期間（第 9

条第 1 項に規定する異動期間をいう。以下この項及び次項において同

じ。）（第 9 条第 1 項又は第 2 項の規定により延長された異動期間を含

む。）を延長した職員であって、定年退職日において管理監督職（第 6

条に規定する職をいう。以下この条及び第 3 章において同じ。）を占め

ている職員については、第 9 条第 1 項又は第 2 項の規定により当該異

動期間を延長した場合であって、引き続き勤務させることについて市

長の承認を得たときに限るものとし、当該期限は、当該職員が占めて

いる管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して 3 年を超え

ることができない。

第 4 条第 1 項第 1 号中「その」を「当該」に改め、「より」の次に「生

ずる欠員を容易に補充することができず」を加え、「とき」を「こと」に

改め、同項第 2 号中「その職員」を「当該職員」に、「よる欠員を容易に

補充することができないとき」を「よる欠員を容易に補充することがで

きず公務の運営に著しい支障が生ずること」に改め、同項第 3 号中「そ

の」を「当該」に、「とき」を「こと」に改め、同条第 2 項中「前項の事

由」を「前項各号に掲げる事由」に、「存する」を「ある」に改め、「と

きは、」の次に「これらの期限の翌日から起算して」を加え、同項ただし

書中「その」を「当該」に改め、「退職日」の次に「（同項ただし書に規

定する職員にあっては、当該職員が占めている管理監督職に係る異動期

間の末日）」を加え、同条第 3 項中「引き続いて」を「引き続き」に改め、

同条第 4 項中「任命権者は」の次に「、第 1 項の規定により引き続き勤

務することとされた職員及び第 2 項の規定により期限が延長された職員

について」を加え、「第 1 項の事由」を「第 1 項各号に掲げる事由」に、

「存しなくなった」を「なくなった」に、「その」を「当該」に、「て退
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職させることができる」を「るものとする」に改める。

第 5 条の次に次の 3 章を加える。

第 3 章 管理監督職勤務上限年齢制

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職）

第 6 条 法第 28 条の 2 第 1 項に規定する条例で定める職は、さくら市職

員の給与に関する条例（平成 17 年さくら市条例第 50 号）第 7 条の 2

第 1 項に規定する管理職手当の支給を受ける職員の職及びさくら市企

業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成 17 年さくら市条例第

166 号）第 4 条に規定する管理職手当の支給を受ける職員の職とする。

（管理監督職勤務上限年齢）

第 7 条 法第 28 条の 2 第 1 項に規定する管理監督職勤務上限年齢は、年

齢 60 年とする。

（他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき基準）

第 8 条 任命権者は、法第 28 条の 2 第 4 項に規定する他の職への降任等

（以下この章において「他の職への降任等」という。）を行うに当たっ

ては、法第 13 条、第 15 条、第 23 条の 3、第 27 条第 1 項及び第 56 条

に定めるもののほか、次に掲げる基準を遵守しなければならない。

(1) 当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に基

づき、降任又は転任（降給を伴う転任に限る。）（以下この条及び第

10 条において「降任等」という。）をしようとする職の属する職制

上の段階の標準的な職に係る法第 15 条の 2 第 1 項第 5 号に規定する

標準職務遂行能力（次条第 3 項において「標準職務遂行能力」とい

う。）及び当該降任等をしようとする職についての適性を有すると認

められる職に、降任等をすること。

(2) 人事の計画その他の事情を考慮した上で、管理監督職以外の職又

は管理監督職勤務上限年齢が当該職員の年齢を超える管理監督職の

うちできる限り上位の職制上の段階に属する職に、降任等をするこ

と。

(3) 当該職員の他の職への降任等をする際に、当該職員が占めていた

管理監督職が属する職制上の段階より上位の職制上の段階に属する

管理監督職を占める職員（以下この号において「上位職職員」とい

う。）の他の職への降任等もする場合には、第 1号に掲げる基準に従っ

た上での状況その他の事情を考慮してやむを得ないと認められる場

合を除き、上位職職員の降任等をした職が属する職制上の段階と同

-12-



じ職制上の段階又は当該職制上の段階より下位の職制上の段階に属

する職に、降任等をすること。

（管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制

限の特例）

第 9 条 任命権者は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職

員について、次に掲げる事由があると認めるときは、当該職員が占め

る管理監督職に係る異動期間（当該管理監督職に係る管理監督職勤務

上限年齢に達した日の翌日から同日以後における最初の 4 月 1 日まで

の間をいう。以下この章において同じ。）の末日の翌日から起算して 1

年を超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員にあっては、

当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第 3 項にお

いて同じ。）で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占め

る職員に、当該管理監督職を占めたまま勤務をさせることができる。

(1) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるた

め、当該職員の他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補充す

ることができず公務の運営に著しい支障が生ずること。

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、

当該職員の他の職への降任等による欠員を容易に補充することがで

きず公務の運営に著しい支障が生ずること。

(3) 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害と

なる特別の事情があるため、当該職員の他の職への降任等により公

務の運営に著しい支障が生ずること。

2 任命権者は、前項又はこの項の規定により異動期間（これらの規定に

より延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員に

ついて、前項各号に掲げる事由が引き続きあると認めるときは、市長

の承認を得て、延長された当該異動期間の末日の翌日から起算して 1

年を超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員にあっては、

延長された当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。

第 4 項において同じ。）で延長された当該異動期間を更に延長すること

ができる。ただし、更に延長される当該異動期間の末日は、当該職員

が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して 3 年を

超えることができない。

3 任命権者は、第 1 項の規定により異動期間を延長することができる場

合を除き、他の職への降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内容
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が相互に類似する複数の管理監督職であって、これらの欠員を容易に

補充することができない年齢別構成その他の特別の事情がある管理監

督職として規則で定める管理監督職をいう。以下この項において同じ。）

に属する管理監督職を占める職員について、当該特定管理監督職群に

属する管理監督職の属する職制上の段階の標準的な職に係る標準職務

遂行能力及び当該管理監督職についての適性を有すると認められる職

員（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した職員を除

く。）の数が当該管理監督職の数に満たない等の事情があるため、当該

職員の他の職への降任等により当該管理監督職に生ずる欠員を容易に

補充することができず業務の遂行に重大な障害が生ずると認めるとき

は、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起

算して 1 年を超えない期間内で当該異動期間を延長し、引き続き当該

管理監督職を占めている職員に当該管理監督職を占めたまま勤務をさ

せ、又は当該職員を当該管理監督職が属する特定管理監督職群の他の

管理監督職に降任し、若しくは転任することができる。

4 任命権者は、第 1 項若しくは第 2 項の規定により異動期間（これらの

規定により延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める

職員について前項に規定する事由があると認めるとき（第 2 項の規定

により延長された当該異動期間を更に延長することができるときを除

く。）、又は前項若しくはこの項の規定により異動期間（前 3 項又はこ

の項の規定により延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を

占める職員について前項に規定する事由が引き続きあると認めるとき

は、市長の承認を得て、延長された当該異動期間の末日の翌日から起

算して 1 年を超えない期間内で延長された当該異動期間を更に延長す

ることができる。

（異動期間の延長等に係る職員の同意）

第 10 条 任命権者は、前条第 1 項から第 4 項までの規定により異動期間

を延長する場合及び同条第 3 項の規定により他の管理監督職に降任等

をする場合には、あらかじめ職員の同意を得なければならない。

（異動期間の延長事由が消滅した場合の措置）

第 11 条 任命権者は、第 9 条の規定により異動期間を延長した場合にお

いて、当該異動期間の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が消

滅したときは、他の職への降任等をするものとする。

第 4 章 定年前再任用短時間勤務制
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（定年前再任用短時間勤務職員の任用）

第 12 条 任命権者は、年齢 60 年に達した日以後に退職（臨時的に任用

される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常

勤職員が退職する場合を除く。）をした者（以下この条及び次条におい

て「年齢 60 年以上退職者」という。）を、従前の勤務実績その他の規

則で定める情報に基づく選考により、短時間勤務の職（当該職を占め

る職員の 1 週間当たりの通常の勤務時間が、常時勤務を要する職でそ

の職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占める職員の 1 週間当たり

の通常の勤務時間に比し短い時間である職をいう。以下この条及び次

条において同じ。）に採用することができる。ただし、年齢 60 年以上

退職者がその者を採用しようとする短時間勤務の職に係る定年退職日

相当日（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその

職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合に

おける定年退職日をいう。）を経過した者であるときは、この限りでな

い。

第 13 条 任命権者は、前条本文の規定によるほか、組合（市を構成団体

とする地方公共団体の組合をいう。）の年齢 60 年以上退職者を、従前

の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、短時間勤

務の職に採用することができる。

2 前項の場合においては、前条ただし書の規定を準用する。

第 5 章 雑則

第 14 条 この条例の実施に関し必要な事項は、規則で定める。

附則に次の 2 項を加える。

（定年に関する経過措置）

3 令和 5 年 4 月 1 日から令和 13 年 3 月 31 日までの間における第 3 条の

規定の適用については、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同

条中「65 年」とあるのはそれぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

（情報の提供及び勤務の意思の確認）

令和 5 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日まで 61 年

令和 7 年 4 月 1 日から令和 9 年 3 月 31 日まで 62 年

令和 9 年 4 月 1 日から令和 11 年 3 月 31 日まで 63 年

令和 11 年 4 月 1 日から令和 13 年 3 月 31 日まで 64 年
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4 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用される職員その他の法律

により任期を定めて任用される職員及び非常勤職員を除く。以下この

項において同じ。）が年齢 60 年に達する日の属する年度の前年度（以

下この項において「情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度」

という。）（情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度に職員で

なかった者で、当該情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度

の末日後に採用された職員（異動等により情報の提供及び勤務の意思

の確認を行うべき年度の末日を経過することとなった職員（以下この

項において「末日経過職員」という。）を除く。）にあっては、当該職

員が採用された日から同日の属する年度の末日までの期間、末日経過

職員にあっては、当該職員の異動等の日が属する年度（当該日が年度

の初日である場合は、当該年度の前年度））において、当該職員に対し、

当該職員が年齢 60年に達する日以後に適用される任用及び給与に関す

る措置の内容その他の必要な情報を提供するものとするとともに、同

日の翌日以後における勤務の意思を確認するよう努めるものとする。

附 則

（施行期日）

第 1 条 この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。ただし、附則第

11 条の規定は、公布の日から施行する。

（勤務延長に関する経過措置）

第 2 条 任命権者は、施行日（この条例の施行の日をいう。以下同じ。）

前にこの条例による改正前のさくら市職員の定年等に関する条例（以

下「旧条例」という。）第 4 条第 1 項又は第 2 項の規定により勤務する

こととされ、かつ、旧条例勤務延長期限（同条第 1 項の期限又は同条

第 2項の規定により延長された期限をいう。以下この項において同じ。）

が施行日以後に到来する職員（以下この項において「旧条例勤務延長

職員」という。）について、旧条例勤務延長期限又はこの項の規定によ

り延長された期限が到来する場合において、この条例による改正後の

さくら市職員の定年等に関する条例（以下「新条例」という。）第 4

条第 1 項各号に掲げる事由があると認めるときは、市長の承認を得て、

これらの期限の翌日から起算して 1 年を超えない範囲内で期限を延長

することができる。ただし、当該期限は、当該旧条例勤務延長職員に

係る旧条例第 2 条に規定する定年退職日の翌日から起算して 3 年を超

えることができない。
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2 任命権者は、基準日（施行日、令和 7 年 4 月 1 日、令和 9 年 4 月 1

日、令和 11 年 4 月 1 日及び令和 13 年 4 月 1 日をいう。以下この項に

おいて同じ。）から基準日の翌年の 3 月 31 日までの間、基準日におけ

る新条例定年（新条例第 3 条に規定する定年をいう。以下同じ。）が基

準日の前日における新条例定年（基準日が施行日である場合には、施

行日の前日における旧条例第 3 条に規定する定年）を超える職及びこ

れに相当する基準日以後に設置された職その他の規則で定める職に、

基準日から基準日の翌年の 3 月 31 日までの間に新条例第 4 条第 1 項若

しくは第 2 項の規定、地方公務員法の一部を改正する法律（令和 3 年

法律第 63 号。以下「令和 3 年改正法」という。）附則第 3 条第 5 項又

は前項の規定により勤務している職員のうち、基準日の前日において

同日における当該職に係る新条例定年（基準日が施行日である場合に

は、施行日の前日における旧条例第 3 条に規定する定年）に達してい

る職員（当該規則で定める職にあっては、規則で定める職員）を、昇

任し、降任し、又は転任することができない。

3 新条例第 4 条第 3 項から第 5 項までの規定は、第 1 項の規定による勤

務について準用する。

（定年退職者等の再任用に関する経過措置）

第 3 条 任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢 65 年に達する日以後に

おける最初の 3 月 31 日（以下この条から附則第 6 条までにおいて「特

定年齢到達年度の末日」という。）までの間にある者であって、当該者

を採用しようとする常時勤務を要する職に係る旧条例定年（旧条例第

3 条に規定する定年をいう。以下同じ。）（施行日以後に新たに設置さ

れた職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職に

あっては、当該職が施行日の前日に設置されていたものとした場合に

おける旧条例定年に準じた当該職に係る年齢。次条第 1 項において同

じ。）に達している者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に

基づく選考により、1 年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤

務を要する職に採用することができる。

(1) 施行日前に旧条例第 2 条の規定により退職した者

(2) 旧条例第 4 条第 1 項若しくは第 2 項、令和 3 年改正法附則第 3

条第 5 項又は前条第 1 項の規定により勤務した後退職した者

(3) 25 年以上勤続して施行日前に退職した者（前 2 号に掲げる者を

除く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して 5 年を経過する
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日までの間にある者

(4) 25 年以上勤続して施行日前に退職した者（前 3 号に掲げる者を

除く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して 5 年を経過する

日までの間に、旧地方公務員法再任用（令和 3 年改正法による改正

前の地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 28 条の 4 第 1 項、

第 28 条の 5 第 1 項又は第 28 条の 6 第 1 項若しくは第 2 項の規定に

より採用することをいう。）又は暫定再任用（この項若しくは次項、

次条第 1 項若しくは第 2 項、附則第 5 条第 1 項若しくは第 2 項又は

附則第 6 条第 1 項若しくは第 2 項の規定により採用することをいう。

次項第 6 号において同じ。）をされたことがある者

2 令和 14 年 3 月 31 日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特

定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しよ

うとする常時勤務を要する職に係る新条例定年に達している者を、従

前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、1 年を

超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用するこ

とができる。

(1) 施行日以後に新条例第 2 条の規定により退職した者

(2) 施行日以後に新条例第 4 条第 1 項又は第 2 項の規定により勤務し

た後退職した者

(3) 施行日以後に新条例第 12 条の規定により採用された者のうち、

令和 3 年改正法による改正後の地方公務員法（以下「新地方公務員

法」という。）第 22 条の 4 第 3 項に規定する任期が満了したことに

より退職した者

(4) 施行日以後に新条例第 13 条第 1 項の規定により採用された者の

うち、新地方公務員法第 22 条の 5 第 3 項において準用する新地方公

務員法第 22 条の 4 第 3 項に規定する任期が満了したことにより退職

した者

(5) 25 年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者

を除く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して 5 年を経過す

る日までの間にある者

(6) 25 年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者

を除く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して 5 年を経過す

る日までの間に、暫定再任用をされたことがある者

3 前 2 項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、1 年を超え
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ない範囲内で更新することができる。ただし、当該任期の末日は、前

2 項の規定により採用する者又はこの項の規定により任期を更新する

者の特定年齢到達年度の末日以前でなければならない。

4 暫定再任用職員（第 1 項若しくは第 2 項、次条第 1 項若しくは第 2

項、附則第 5 条第 1 項若しくは第 2 項又は附則第 6 条第 1 項若しくは

第 2 項の規定により採用された職員をいう。以下この項及び次項にお

いて同じ。）の前項の規定による任期の更新は、当該暫定再任用職員の

当該更新直前の任期における勤務実績が、当該暫定再任用職員の人事

評価の全体評語その他勤務の状況を示す事実に基づき良好である場合

に行うことができる。

5 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ

当該暫定再任用職員の同意を得なければならない。

第 4 条 任命権者は、前条第 1 項の規定によるほか、組合（市を構成団

体とする地方公共団体の組合をいう。以下次項及び附則第 6 条におい

て同じ。）における前条第 1 項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年

度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時

勤務を要する職に係る旧条例定年に達している者を、従前の勤務実績

その他の規則で定める情報に基づく選考により、1 年を超えない範囲

内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。

2 令和 14 年 3 月 31 日までの間、任命権者は、前条第 2 項の規定による

ほか、組合における同項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の

末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務

を要する職に係る新条例定年に達している者を、従前の勤務実績その

他の規則で定める情報に基づく選考により、1 年を超えない範囲内で

任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。

3 前 2 項の場合においては、前条第 3 項から第 5 項までの規定を準用す

る。

第 5 条 任命権者は、新地方公務員法第 22 条の 4 第 4 項の規定にかかわ

らず、附則第 3 条第 1 項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の

末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤

務の職（新条例第 12 条に規定する短時間勤務の職をいう。以下同じ。）

に係る旧条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤

務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めてい

るものとした場合における旧条例定年（施行日以後に新たに設置され
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た短時間勤務の職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更さ

れた短時間勤務の職にあっては、当該職が施行日の前日に設置されて

いたものとした場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要

する職でその職務が当該職と同種の職を占めているものとしたときに

おける旧条例定年に準じた当該職に係る年齢）をいう。次条第 1 項に

おいて同じ。）に達している者を、従前の勤務実績その他の規則で定め

る情報に基づく選考により、1 年を超えない範囲内で任期を定め、当

該短時間勤務の職に採用することができる。

2 令和 14 年 3 月 31 日までの間、任命権者は、新地方公務員法第 22 条

の 4 第 4 項の規定にかかわらず、附則第 3 条第 2 項各号に掲げる者の

うち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を

採用しようとする短時間勤務の職に係る新条例定年相当年齢（短時間

勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時

間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における新条例定

年をいう。次条第 2 項及び附則第 10 条において同じ。）に達している

者（新条例第 12 条の規定により当該短時間勤務の職に採用することが

できる者を除く。）を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基

づく選考により、1 年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤

務の職に採用することができる。

3 前 2 項の場合においては、附則第 3 条第 3 項から第 5 項までの規定を

準用する。

第 6 条 任命権者は、前条第 1 項の規定によるほか、新地方公務員法第

22 条の 5 第 3 項において準用する新地方公務員法第 22 条の 4 第 4 項

の規定にかかわらず、組合における附則第 3 条第 1 項各号に掲げる者

のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者

を採用しようとする短時間勤務の職に係る旧条例定年相当年齢に達し

ている者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考

により、1 年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に

採用することができる。

2 令和 14 年 3 月 31 日までの間、任命権者は、前条第 2 項の規定による

ほか、新地方公務員法第 22 条の 5 第 3 項において準用する新地方公務

員法第 22 条の 4 第 4 項の規定にかかわらず、組合における附則第 3

条第 2 項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間に

ある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る新

-20-



条例定年相当年齢に達している者（新条例第 13 条第 1 項の規定により

当該短時間勤務の職に採用することができる者を除く。）を、従前の勤

務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、1 年を超えな

い範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。

3 前 2 項の場合においては、附則第 3 条第 3 項から第 5 項までの規定を

準用する。

（令和 3 年改正法附則第 8 条第 3 項の条例で定める職及び年齢）

第 7 条 令和 3 年改正法附則第 8 条第 3 項の条例で定める職は、次に掲

げる職とする。

(1) 施行日以後に新たに設置された職

(2) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職

2 令和 3 年改正法附則第 8 条第 3 項の条例で定める年齢は、前項に規定

する職が施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧条

例第 3 条に規定する定年に準じた当該職に係る年齢とする。

（令和 3 年改正法附則第 8 条第 4 項の規定により読み替えて適用する

新地方公務員法第 22 条の 4 第 4 項の条例で定める職及び年齢）

第 8 条 令和 3 年改正法附則第 4 条から第 7 条までの規定が適用される

場合における令和 3 年改正法附則第 8 条第 4 項の規定により読み替え

て適用する新地方公務員法第 22 条の 4 第 4 項の条例で定める職は、次

に掲げる職とする。

(1) 施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職

(2) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の

職

2 令和 3 年改正法附則第 4 条から第 7 条までの規定が適用される場合に

おける令和 3 年改正法附則第 8 条第 4 項の規定により読み替えて適用

する法第 22 条の 4 第 4 項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が

施行日の前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占

める職員が、常時勤務を要する職でその職務が前項に規定する職と同

種の職を占めているものとしたときにおける旧条例定年に準じた前項

に規定する職に係る年齢とする。

（令和 3 年改正法附則第 8 条第 5 項の条例で定める職並びに条例で定

める者及び職員）

第 9 条 令和 3 年改正法附則第 8 条第 5 項の条例で定める職は、次に掲

げる職のうち、当該職が基準日（附則第 3 条から第 6 条までの規定が
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適用される間における各年の 4 月 1 日（施行日を除く。）をいう。以下

この条において同じ。）の前日に設置されていたものとした場合におい

て、基準日における新条例定年が基準日の前日における新条例定年を

超える職とする。

(1) 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。）

(2) 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤

務の職を含む。）

2 令和 3 年改正法附則第 8 条第 5 項の条例で定める者は、前項に規定す

る職が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日

における当該職に係る新条例定年に達している者とする。

3 令和 3 年改正法附則第 8 条第 5 項の条例で定める職員は、第 1 項に規

定する職が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、

同日における当該職に係る新条例定年に達している職員とする。

（定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置）

第 10 条 任命権者は、基準日（令和 7 年 4 月 1 日、令和 9 年 4 月 1 日、

令和 11 年 4 月 1 日及び令和 13 年 4 月 1 日をいう。以下この条におい

て同じ。）から基準日の翌年の 3 月 31 日までの間、基準日における新

条例定年相当年齢が基準日の前日における新条例定年相当年齢を超え

る短時間勤務の職（基準日における新条例定年相当年齢が新条例第 3

条に規定する定年である短時間勤務の職に限る。）及びこれに相当する

基準日以後に設置された短時間勤務の職その他の規則で定める短時間

勤務の職（以下この条において「新条例原則定年相当年齢引上げ短時

間勤務職」という。）に、基準日の前日までに新条例第 12 条に規定す

る年齢 60 年以上退職者となった者（基準日前から新条例第 4 条第 1

項又は第 2 項の規定により勤務した後基準日以後に退職をした者を含

む。）のうち基準日の前日において同日における当該新条例原則定年相

当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定年相当年齢に達している者

（当該規則で定める短時間勤務の職にあっては、規則で定める者）を、

新条例第 12 条又は第 13 条第 1 項の規定により採用することができず、

新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に、新条例第 12 条又は第

13 条第 1 項の規定により採用された職員（以下この条において「定年

前再任用短時間勤務職員」という。）のうち基準日の前日において同日

における当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条

例定年相当年齢に達している定年前再任用短時間勤務職員（当該規則
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で定める短時間勤務の職にあっては、規則で定める定年前再任用短時

間勤務職員）を、昇任し、降任し、又は転任することができない。

（令和 3 年改正法附則第 2 条第 3 項に規定する条例で定める年齢）

第 11 条 令和 3 年改正法附則第 2 条第 3 項に規定する条例で定める年齢

は、年齢 60 年とする。

-23-



議案第 3 号

さくら市職員の給与に関する条例の一部改正について

さくら市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように

定める。

令和 4 年 12 月 1 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

さくら市職員の給与に関する条例（平成 17 年さくら市条例第 50 号）

の一部を次のように改正する。

第 4 条第 4 項及び第 6 項中「その者」を「当該職員」に改め、同条第

10 項を次のように改める。

10 地方公務員法第 22 条の 4 第 3 項に規定する定年前再任用短時間勤務

職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、

当該定年前再任用短時間勤務職員に適用される給料表の定年前再任用

短時間勤務職員の欄に掲げる基準給料月額のうち、第 2 項の規定によ

り当該定年前再任用短時間勤務職員の属する職務の級に応じた額に、

休暇等条例第 2 条第 3 項の規定により定められた当該定年前再任用短

時間勤務職員の勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務時間で除して得

た数を乗じて得た額とする。

第 4 条の 2 を削る。

第 10 条第 1 項第 1 号中「以下」の次に「この項から第 3 項までにおい
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て」を加え、同項第 2 号中「以下」の次に「この条において」を加え、

同条第 2 項第 1 号中「算出したその者」を「算出した当該職員」に改め、

「する額（以下」の次に「この号及び次項において」を加え、「通勤等

相当額」を「運賃等相当額」に改め、「得た額（以下」の次に「この号

及び第 3 号において」を加え、「（その者」を「（当該職員」に、「、

その者」を「、当該職員」に改め、同項第 2 号中「再任用短時間勤務職

員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同項第 3 号中「その者」

を「当該職員」に改め、同条第 3 項中「交通機関等（以下」を「交通機

関等（第 1 号において」に、「。以下」を「。第 1 号において」に改め、

同項第 1 号中「算出したその者」を「算出した当該職員」に改め、同号

ただし書中「以下」の次に「この号において」を加え、「その者」を「当

該職員」に改める。

第 13 条第 1 項中「場合は」を「場合には」に改め、同条第 2 項中「再

任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条

第 3 項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に、「この条」を「この項から第 5 項まで」に改め、同条第 4 項中「（第

2 項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）」を削り、同項第 1

号中「場合は」を「場合には」に改め、同条第 5 項第 1 号中「場合は」

を「場合には」に改める。

第 17 条第 2 項中「その者」を「当該職員」に改め、同条第 3 項中「再

任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。

第 17 条の 4 第 1 項中「この条」を「この項から第 3 項まで」に、「そ

の者」を「当該職員」に改め、同条第 2 項第 1 号中「再任用職員」を「定

年前再任用短時間勤務職員」に改め、同項第 2 号を次のように改める。

(2) 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年前再

任用短時間勤務職員の勤勉手当基礎額に 100 分の 45（特定幹部職員

にあっては、100 分の 55）を乗じて得た額の総額

第 17 条の 5 の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改め、同条中「第 8 条」を「第 4 条第 3 項から第 9 項まで及び第

8 条」に、「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。

附則に次の 7 項を加える。

11 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が 60 歳に達した日後におけ

る最初の 4 月 1 日（附則第 13 項において「特定日」という。）以後、

当該職員に適用される給料表の給料月額のうち、第 4 条第 2 項の規定
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により当該職員の属する職務の級並びに同条第 3 項、第 5 項及び第 6

項の規定により当該職員の受ける号給に応じた額に 100分の 70 を乗じ

て得た額（当該額に、50 円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、

50 円以上 100 円未満の端数を生じたときはこれを 100 円に切り上げる

ものとする。）とする。

12 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。

(1) 臨時的任用職員その他の法律により任期を定めて任用される職員

及び常勤を要しない職員

(2) 地方公務員法第 28 条の 5 第 1 項又は第 2 項の規定により同法第

28 条の 2 第 1 項に規定する異動期間（同法第 28 条の 5 第 1 項又は

第 2 項の規定により延長された期間を含む。）を延長された同法第

28 条の 2 第 1 項に規定する管理監督職を占める職員

(3) 地方公務員法第 28 条の 7 第 1 項又は第 2 項の規定により勤務し

ている職員（同法第 28 条の 6 第 1 項に規定する定年退職日において

前項の規定が適用されていた職員を除く。）

13 地方公務員法第 28 条の 2 第 4 項に規定する他の職への降任等をされ

た職員であって、当該他の職への降任等をされた日（以下この項及び

附則第 15 項において「異動日」という。）の前日から引き続き同一の

給料表の適用を受ける職員のうち、特定日に附則第 11 項の規定により

当該職員の受ける給料月額（以下この項において「特定日給料月額」

という。）が異動日の前日に当該職員が受けていた給料月額に 100 分

の 70 を乗じて得た額（当該額に、50 円未満の端数を生じたときはこ

れを切り捨て、50 円以上 100 円未満の端数を生じたときはこれを 100

円に切り上げるものとする。以下この項において「基礎給料月額」と

いう。）に達しないこととなる職員（規則で定める職員を除く。）に

は、当分の間、特定日以後、附則第 11 項の規定により当該職員の受け

る給料月額のほか、基礎給料月額と特定日給料月額との差額に相当す

る額を給料として支給する。

14 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給

料月額との合計額が第 4 条第 2 項の規定により当該職員の属する職務

の級における最高の号給の給料月額を超える場合における前項の規定

の適用については、同項中「基礎給料月額と特定日給料月額」とある

のは、「第 4 条第 2 項の規定により当該職員の属する職務の級におけ

る最高の号給の給料月額と当該職員の受ける給料月額」とする。
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15 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第 11

項の規定の適用を受ける職員に限り、附則第 13 項に規定する職員を除

く。）であって、同項の規定による給料を支給される職員との権衡上

必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料

月額のほか、規則で定めるところにより、前 2 項の規定に準じて算出

した額を給料として支給する。

16 附則第 13項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則

第 11 項の規定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当

該給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、

当分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、規則で定めるところに

より、前 3 項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。

17 附則第 11 項から前項までに定めるもののほか、附則第 11 項の規定

による給料月額、附則第 13 項の規定による給料その他附則第 11 項か

ら前項までの規定の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

別表第 1 中「再任用職員以外の職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員以外の職員」に、「

」

を「

再

任

用

職

員

18

7,

700

21

5,

200

25

5,

200

27

4,

600

28

9,

700

31

5,

100

35

6,

800

定

年

前

再

任

用

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額
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」に改める。

附 則

（施行期日）

第 1 条 この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。

（経過措置）

第 2 条 改正後のさくら市職員の給与に関する条例（以下「新給与条例」

という。）附則第 11 項から第 17 項までの規定は、地方公務員法の一

部を改正する法律（令和 3 年法律第 63 号。以下「改正法」という。）

附則第 3 条第 5 項又は第 6 項の規定により勤務している職員には適用

しない。

第 3 条 改正法附則第 9 条第 2 項に規定する暫定再任用職員（以下「暫

定再任用職員」という。）（改正法による改正後の地方公務員法（昭

和 25 年法律第 261 号）第 22 条の 4 第 1 項に規定する短時間勤務の職

を占める暫定再任用職員（以下この条において「暫定再任用短時間勤

務職員」という。）を除く。以下この項、次項及び第 5 項において同

じ。）の給料月額は、当該暫定再任用職員が定年前再任用短時間勤務

職員であるものとした場合に適用されるさくら市職員の給与に関する

条例第 3 条に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲

げる基準給料月額のうち、同条例第 4 条第 2 項の規定により当該暫定

再任用職員の属する職務の級に応じた額とする。

2 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成 3 年法律第 110 号）第

10 条第 1 項に規定する育児短時間勤務（同法第 17 条の規定による短

時間勤務を含む。）をしている暫定再任用職員に対する前項の規定の

適用については、同項中「とする」とあるのは、「に、地方公務員の

育児休業等に関する法律（平成 3 年法律第 110 号）第 14 条（第 17 条

において準用する場合を含む。）の規定に基づき定められた当該暫定

再任用職員の勤務時間をさくら市職員の勤務時間、休日及び休暇に関

短

時

間

勤

務

職

員

円

18

7,

700

円

21

5,

200

円

25

5,

200

円

27

4,

600

円

28

9,

700

円

31

5,

100

円

35

6,

800
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する条例（平成 17 年さくら市条例第 38 号）第 2 条第 1 項に規定する

勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする」とする。

3 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務

職員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用され

るさくら市職員の給与に関する条例第 3 条に規定する給料表の定年前

再任用短時間勤務職員の欄に掲げる基準給料月額のうち、同条例第 4

条第 2 項の規定により当該暫定再任用短時間勤務職員の属する職務の

級に応じた額に、さくら市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条

例（平成 17 年さくら市条例第 38 号）第 2 条第 3 項の規定により定め

られた当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第 1 項に規定

する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。

4 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなし

て、新給与条例の規定を適用する。

5 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与

条例第 17 条第 3 項の規定を適用する。

6 新給与条例第 17 条の 4 第 1 項の職員に暫定再任用職員が含まれる場

合における勤勉手当の額の同条第 2 項各号に掲げる職員の区分ごとの

総額の算定に係る同項の規定の適用については、同項第 1 号中「定年

前再任用短時間勤務職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員

及び地方公務員法の一部を改正する法律（令和 3 年法律第 63 号）附則

第 9 条第 2 項に規定する暫定再任用職員（次号において「暫定再任用

職員」という。）」と、同項第 2 号中「定年前再任用短時間勤務職員」

とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員」とす

る。

7 新給与条例第 4 条第 3 項から第 9 項まで及び第 8 条から第 9 条の 2

までの規定は、暫定再任用職員には適用しない。

8 前条及び前各項に定めるもののほか、暫定再任用職員に関し必要な事

項は、規則で定める。

（その他の経過措置の規則への委任）

第 4 条 前 2 条に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な経過

措置は、規則で定める。
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議案第 4 号

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の

整備に関する条例の制定について

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関

する条例を次のように定める。

令和 4 年 12 月 1 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の

整備に関する条例

（さくら市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正）

第 1 条 さくら市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（平成 17 年さ

くら市条例第 33 号）の一部を次のように改正する。

第 3 条中「期間、」の次に「その発令の日に受ける」を加え、同条に

後段として次のように加える。

この場合において、その減ずる額が現に受ける給料の 10 分の 1

に相当する額を超えるときは、当該額を減ずるものとする。

（さくら市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正）

第 2 条 さくら市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成 17

年さくら市条例第 34 号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 2 項第 1 号中「（地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）

第 28 条の 4 第 1 項又は第 28 条の 6 第 1 項の規定により採用される職
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員を除く。）」を削り、同項第 3 号中「地方公務員法」の次に「（昭和

25 年法律第 261 号）」を加え、同項中第 5 号を第 6 号とし、第 4 号の

次に次の 1 号を加える。

(5) 定年等条例第 9 条第 1 項から第 4 項までの規定により異動期

間（これらの規定により延長された期間を含む。）を延長された管

理監督職を占める職員

第 10 条第 1 号中「（地方公務員法第 28 条の 4 第 1 項又は第 28 条の

6 第 1 項の規定により採用される職員を除く。）」を削り、同条中第 5

号を第 6 号とし、第 4 号の次に次の 1 号を加える。

(5) 定年等条例第 9 条第 1 項から第 4 項までの規定により異動期

間（これらの規定により延長された期間を含む。）を延長された管

理監督職を占める職員

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条

例の一部改正）

第 3 条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関す

る条例（平成 17 年さくら市条例第 35 号）の一部を次のように改正す

る。

第 2 条第 2 項第 1 号中「（地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）

第 28 条の 4 第 1 項又は第 28 条の 6 第 1 項の規定により採用された者

を除く。）」を削り、同項第 3 号中「地方公務員法」の次に「（昭和 25

年法律第 261 号）」を加え、同項中第 5 号を第 6 号とし、第 4 号の次に

次の 1 号を加える。

(5) さくら市職員の定年等に関する条例第 9 条第 1 項から第 4 項

までの規定により異動期間（これらの規定により延長された期間

を含む。）を延長された管理監督職を占める職員

（さくら市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正）

第 4 条 さくら市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成 17

年さくら市条例第 38 号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 3 項中「第 28 条の 4 第 1 項、第 28 条の 5 第 1 項又は第 28

条の 6 第 1 項若しくは第 2 項」を「第 22 条の 4 第 1 項又は第 22 条の

5 第 1 項若しくは第 2 項」に、「第 28 条の 5 第 1 項に」を「第 22 条の

4 第 1 項に」に、「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤

務職員」に改める。

第 3 条、第 4 条第 2 項、第 12 条第 1 項第 1 号及び第 19 条中「再任
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用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。

（さくら市職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

第 5 条 さくら市職員の育児休業等に関する条例（平成 17 年さくら市条

例第 39 号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 4 号イ（ア）中「同条 3 号」を「同条第 3 号」に改め、同

号を第 5 号とし、第 3 号を第 4 号とし、第 2 号の次に次の 1 号を加え

る。

(3) さくら市職員の定年等に関する条例第 9 条第 1 項から第 4 項

までの規定により異動期間（これらの規定により延長された期間

を含む。）を延長された管理監督職を占める職員

第 7 条第 2 項中「地方公務員法」の次に「（昭和 25 年法律第 261 号）」

を加える。

第 9 条中第 2 号を第 3 号とし、第 1 号の次に次の 1 号を加える。

(2) さくら市職員の定年等に関する条例第 9 条第 1 項から第 4 項

までの規定により異動期間（これらの規定により延長された期間

を含む。）を延長された管理監督職を占める職員

第 17 条の表第 4 条第 10 項の項を削り、同表第 10 条第 2 項第 2 号の

項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に

改める。

第 20 条の表第 10 条第 2 項第 2 号の項中「再任用短時間勤務職員」

を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同表第 17 条の 5 の項中「再

任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。

第 21 条第 2 号中「（昭和 25 年法律第 261 号）第 28 条の 5 第 1 項」

を「第 22 条の 4 第 1 項」に、「再任用短時間勤務職員等」を「定年前

再任用短時間勤務職員等」に改める。

第 22 条第 1 項中「再任用短時間勤務職員等」を「定年前再任用短時

間勤務職員等」に改める。

（さくら市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改

正）

第 6 条 さくら市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例（平

成 17 年さくら市条例第 51 号）の一部を次のように改正する。

第 19 条の 2 の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務

職員」に改め、同条中「第 28 条の 4 第 1 項、第 28 条の 5 第 1 項又は

第 28 条の 6 第 1 項若しくは第 2 項の規定により採用された職員」を「第
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22 条の 4 第 3 項に規定する定年前再任用短時間勤務職員」に改める。

（さくら市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第 7 条 さくら市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成 17

年さくら市条例第 166 号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 1 項中「第 28 条の 5 第 1 項」を「第 22 条の 4 第 1 項」に

改める。

第 21 条の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改め、同条中「第 28 条の 4 第 1 項、第 28 条の 5 第 1 項若しくは第

28 条の 6 第 1 項若しくは第 2 項」を「第 22 条の 4 第 1 項若しくは第

22 条の 5 第 1 項若しくは第 2 項」に改める。

（さくら市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正）

第 8 条 さくら市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成 17

年さくら市条例第 174 号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 2 項中「第 28 条の 5 第 1 項」を「第 22 条の 4 第 1 項」に

改める。

（さくら市職員の降給に関する条例の一部改正）

第 9 条 さくら市職員の降給に関する条例（平成 28 年さくら市条例第 2

号）の一部を次のように改正する。

第 2 条中「とする」を「並びに地方公務員法第 28 条の 2 第 1 項に規

定する降給（同項本文の規定による他の職への転任により現に属する

職務の級より同一の給料表の下位の職務の級に分類されている職務を

遂行することとなった場合において、降格することをいう。）とする」

に改める。

第 3 条各号列記以外の部分中「降任された」を「降任により現に属

する職務の級より同一の給料表の下位の職務の級に分類されている職

務を遂行することとなった」に、「該当する場合において、」を「該当

し、」に、「とき」を「場合」に改める。

附則を附則第 1 項とし、附則に次の 2 項を加える。

2 さくら市職員の給与に関する条例附則第 11 項の規定の適用を受け

る職員に対する第 2 条の規定の適用については、当分の間、同条中

「とする」とあるのは、「並びにさくら市職員の給与に関する条例附

則第 11 項の規定による降給とする」とする。

3 第 5 条の規定は、さくら市職員の給与に関する条例附則第 11 項の

規定による降給の場合には、適用しない。この場合において、同項

-33-



の規定の適用を受ける職員には、規則の規定により、同項の規定の

適用により給料月額が異動することとなった旨の通知を行うものと

する。

（さくら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の

一部改正）

第 10条 さくら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条

例（平成 30 年さくら市条例第 17 号）の一部を次のように改正する。

第 11 条第 3 項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間

勤務職員」に改める。

（さくら市職員の再任用に関する条例の廃止）

第 11 条 さくら市職員の再任用に関する条例（平成 17 年さくら市条例

第 32 号）は、廃止する。

附 則

（施行期日）

第 1 条 この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。

（さくら市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正に

伴う経過措置）

第 2 条 第 2 条の規定による改正後のさくら市公益的法人等への職員の

派遣等に関する条例第 2 条第 2 項第 1 号及び第 10 条第 1 号の規定は、

地方公務員法の一部を改正する法律（令和 3 年法律第 63 号。以下「改

正法」という。）附則第 9 条第 2 項に規定する暫定再任用職員（次条及

び第 5 条において「暫定再任用職員」という。）には適用しない。

2 さくら市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（令和 4

年さくら市条例第 号）附則第 2 条第 1 項の規定による期限の延長を

することとされている職員（次条において「新条例期限延長職員」と

いう。）は、さくら市職員の定年等に関する条例（平成 17 年さくら市

条例第 31 号）第 4 条第 2 項の規定により期限を延長することとされて

いる職員（次条において「旧条例期限延長職員」という。）とみなして、

第 2 条の規定による改正後のさくら市公益的法人等への職員の派遣等

に関する条例の規定を適用する。

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条

例の一部改正に伴う経過措置）

第 3 条 第 3 条の規定による改正後の外国の地方公共団体の機関等に派

遣される職員の処遇等に関する条例第 2 条第 2 項第 1 号の規定は、暫
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定再任用職員には適用しない。

2 新条例期限延長職員は、旧条例期限延長職員とみなして、第 3 条の規

定による改正後の外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処

遇等に関する条例の規定を適用する。

（さくら市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正に

伴う経過措置）

第 4 条 暫定再任用職員（改正法附則第 4 条第 1 項若しくは第 2 項（こ

れらの規定を同法附則第 9 条第 3 項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）、第 5 条第 1 項から第 4 項まで、第 6 条第 1 項若しくは

第 2 項（これらの規定を同法附則第 9 条第 3 項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）又は第 7 条第 1 項から第 4 項までの規定によ

り採用された職員をいう。）で地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）

第 22 条の 4 第 1 項に規定する短時間勤務の職を占めるものは、第 4

条の規定による改正後のさくら市職員の勤務時間、休日及び休暇に関

する条例（以下この条において「新条例」という。）第 2 条第 3 項に規

定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新条例の規定を適用

する。

（さくら市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改

正に伴う経過措置）

第 5 条 暫定再任用職員は、改正法による改正後の地方公務員法第 22

条の 4 第 3 項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、第

6 条の規定による改正後のさくら市技能労務職員の給与の種類及び基

準に関する条例の規定を適用する。

（さくら市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に

伴う経過措置）

第 6 条 改正法附則第 4 条第 1 項若しくは第 2 項、第 5 条第 1 項から第

4 項まで、第 6 条第 1 項若しくは第 2 項又は第 7 条第 1 項から第 4 項

までの規定により採用された職員については、さくら市企業職員の給

与の種類及び基準に関する条例第 5 条及び第 6 条の規定は、適用しな

い。
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議案第 5 号

さくら市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する条例の

一部改正について

さくら市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する条例の一部を改正

する条例を次のように定める。

令和 4 年 12 月 1 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する条例の

一部を改正する条例

さくら市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する条例（平成 26 年さ

くら市条例第 22 号）の一部を次のように改正する。

目次中「

第 5 章 事業所内保育事業（第 38 条－第 44 条）

」を

「

第 5 章 事業所内保育事業（第 38 条－第 44 条）

第 6 章 雑則（第 45 条）

」に改める。

第 2 条第 1 項中「第 3 号」を「以下この条」に改め、同項第 3 号中「こ

の号」の次に「及び第 4 項第 1 号」を加え、同条第 5 項中「、次」を「次」

に、「行う者」を「行う施設」に改める。
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第 5 章の次に次の 1 章を加える。

第 6 章 雑則

（電磁的記録）

第 45 条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これら

に類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文

書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によっ

て認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。

以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定され

るものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。）により行うことができる。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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議案第 6 号

さくら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並び

に特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する条例の一

部改正について

さくら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ど

も・子育て支援施設等の運営に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように定める。

令和 4 年 12 月 1 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並び

に特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する条例の一

部を改正する条例

さくら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ど

も・子育て支援施設等の運営に関する条例（平成 26 年さくら市条例第

23 号）の一部を次のように改正する。

目次中「

第 2 章 特定子ども・子育て支援施設等の運営に関す

る基準（第 52 条―第 60 条）

」を

「

第 2 章 特定子ども・子育て支援施設等の運営に関す
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る基準（第 52 条―第 60 条）

第 3 章 雑則（第 61 条）

」に改

める。

第 4 条第 2 項から第 6 項までを削る。

第 37 条第 2 項を削る。

第 41 条第 1 項第 3 号中「この号」の次に「及び第 4 項第 1 号」を加え、

同条第 4 項第 1 号中「第 24 条第 3 項」の次に「（同法第 73 条第 1 項の

規定により読み替えて適用する場合を含む。）」を加え、同条第 5 項中

「、次」を「次」に、「行う者」を「行う施設」に改める。

第 56 条中「交付し」」を「交付しなければならない。」」に、「通知

し」」を「通知しなければならない。ただし、当該特定子ども・子育て

支援が、特定子ども・子育て支援施設等である認定子ども園、幼稚園若

しくは特別支援学校又は法第 7 条第 10 項第 5 号に掲げる事業において提

供されるものである場合には、当該市及び当該施設等利用給付認定保護

者に対し、特定子ども・子育て支援提供証明書を交付することを要しな

い」」に改める。

第 2 章の次に次の 1 章を加える。

第 3 章 雑則

（電磁的記録）

第 61 条 特定教育・保育施設等は、記録、作成、保存その他これらに類

するもののうち、この条例の規定において書面等（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって

認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以

下この条において同じ。）により行うことが規定されているものにつ

いては、当該書面等に代えて、当該書面等に係る電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。以下この条において同じ。）により行うことができ

る。

2 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提

出については、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合に

は、当該書面等の交付又は提出に代えて、第 4 項で定めるところによ

り、教育・保育給付認定保護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべ
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き事項（以下この条において「記載事項」という。）を電子情報処理

組織（特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と、教育・保育

給付認定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した

電子情報処理組織をいう。以下この条において同じ。）を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以

下この条において「電磁的方法」という。）により提供することがで

きる。この場合において、当該特定教育・保育施設等は、当該書面等

を交付又は提出したものとみなす。

(1) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの

ア 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と教育・保育給

付認定保護者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線

を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルに記録する方法

イ 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて教育・保育給

付認定保護者の閲覧に供し、教育・保育給付認定保護者の使用に

係る電子計算機に備えられた当該教育・保育給付認定保護者の

ファイルに当該記載事項を記録する方法（電磁的方法による提供

を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、

特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルにその旨を記録する方法）

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製

するファイルに記載事項を記録したものを交付する方法

3 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給付認定保護者がファイルへの

記録を出力することによる文書を作成することができるものでなけれ

ばならない。

4 特定教育・保育施設等は、第 2 項の規定により記載事項を提供しよう

とするときは、あらかじめ、当該記載事項を提供する教育・保育給付

認定保護者に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容

を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。

(1) 第 2 項各号に規定する方法のうち特定教育・保育施設等が使用す

るもの

(2) ファイルへの記録の方式
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5 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施設等は、当該教育・保

育給付認定保護者から文書又は電磁的方法により、電磁的方法による

提供を受けない旨の申出があったときは、当該教育・保育給付認定保

護者に対し、第 2 項に規定する記載事項の提供を電磁的方法によって

してはならない。ただし、当該教育・保育給付認定保護者が再び前項

の規定による承諾をした場合は、この限りでない。

6 第 2 項から第 5 項までの規定は、この条例の規定による書面等による

同意の取得について準用する。この場合において、第 2 項中「書面等

の交付又は提出」とあり、及び「書面等に記載すべき事項（以下この

条において「記載事項」という。）」とあるのは「書面等による同意」

と、「第 4 項」とあるのは「第 6 項において準用する第 4 項」と、「提

供する」とあるのは「得る」と、「書面等を交付又は提出した」とあ

るのは「書面等による同意を得た」と、「記載事項」とあるのは「同

意に関する事項」と、「提供を受ける」とあるのは「同意を行う」と、

「受けない」とあるのは「行わない」と、「交付する」とあるのは「得

る」と、第 3 項中「前項各号」とあるのは「第 6 項において準用する

前項各号」と、第 4 項中「第 2 項」とあるのは「第 6 項において準用

する第 2 項」と、「記載事項を提供しよう」とあるのは「同意を得よ

う」と、「記載事項を提供する」とあるのは「同意を得ようとする」

と、同項第 1 号中「第 2 項各号」とあるのは「第 6 項において準用す

る第 2 項各号」と、第 5 項中「前項」とあるのは「第 6 項において準

用する前項」と、「提供を受けない」とあるのは「同意を行わない」

と、「第 2 項に規定する記載事項の提供」とあるのは「この条例の規

定による書面等による同意の取得」と読み替えるものとする。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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議案第7号

氏家都市計画事業上阿久津台地土地区画整理事業施行に関

する条例の一部改正について

氏家都市計画事業上阿久津台地土地区画整理事業施行に関する条例の

一部を改正する条例を次のように定める。

令和 4 年 12 月 1 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

氏家都市計画事業上阿久津台地土地区画整理事業施行に関

する条例の一部を改正する条例

氏家都市計画事業上阿久津台地土地区画整理事業施行に関する条例

（平成17年さくら市条例第151号）の一部を次のように改正する。

第27条第1項中「し、又は」を「又は」に改め、「この場合において」

の次に「、」を加え、「年6パーセント」を「法第103条第4項の規定によ

る公告があった日の翌日における法定利率」に、「交付すべき」を「分

割交付すべき」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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議案第 8 号

令和 4 年度さくら市一般会計補正予算（第 10 号）

令和 4 年度さくら市の一般会計の補正予算（第 10 号）は、次に定める

ところによる ｡

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 7 億 5,226 万円

を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 214 億 4,486 万 6

千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第 2 条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 213 条第 1 項の規定に

より翌年度に繰り越して使用することができる経費は ､「第 2 表 繰

越明許費」による。

（債務負担行為の補正）

第 3 条 既定の債務負担行為の追加、変更は、「第 3 表 債務負担行為

補正」による。

（地方債の補正）

第 4 条 既定の地方債の変更は、「第 4 表 地方債補正」による。

令和 4 年 12 月 1 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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第 2 表 繰 越 明 許 費

(単 位 ： 千 円 )

款 項 事 業 名 金 額

6 商 工 費 1 商 工 費
物 価 高 騰 対 策 地 元 応 援

ク ー ポ ン 券 発 行 事 業
2 4 6 , 5 5 1
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第 3 表 債 務 負 担 行 為 補 正

追 加 (単 位 ： 千 円 )

変 更 (単 位 ： 千 円 )

事 項 期 間 限 度 額

議 会 だ よ り 印 刷 製 本 費
令 和 4 年 度 か ら

令 和 5 年 度 ま で
2 , 0 0 0

広 報 紙 発 行 業 務 委 託
令 和 4 年 度 か ら

令 和 5 年 度 ま で
1 4 , 2 8 8

ふ る さ と 納 税 中 間 管 理 業 務

委 託

令 和 4 年 度 か ら

令 和 7 年 度 ま で
6 7 1 , 6 6 0

さ く ら 市 喜 連 川 児 童 セ ン タ

ー 指 定 管 理 業 務 委 託

令 和 4 年 度 か ら

令 和 9 年 度 ま で
1 6 5 , 0 0 0

さ く ら 市 氏 家 地 区 農 産 物 直

売 所 指 定 管 理 業 務 委 託

令 和 4 年 度 か ら

令 和 7 年 度 ま で
2 1 , 9 0 0

道 路 管 理 業 務 委 託
令 和 4 年 度 か ら

令 和 5 年 度 ま で
5 6 , 0 0 0

I C T 支 援 員 業 務 委 託
令 和 4 年 度 か ら

令 和 7 年 度 ま で
4 8 , 3 9 3

事 項
補 正 前 補 正 後

期 間 限 度 額 期 間 限 度 額

広 島 平 和

記 念 式 典

中 学 生 派

遣 事 業

令 和 4 年 度 か ら

令 和 5 年 度 ま で
1 , 0 9 0

令 和 4 年 度 か ら

令 和 5 年 度 ま で
1 , 8 5 0

特 別 企 画

展 開 催 事

業 （ 3 0 周

年 記 念

S A K U R A 展

開 催 ）

令 和 4 年 度 か ら

令 和 5 年 度 ま で
2 , 5 0 0

令 和 4 年 度 か ら

令 和 5 年 度 ま で
2 , 8 8 5
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第4表　地方債補正

変　更 （単位：千円）

限 度 額
起 債 の
方 法

利 率 償還の方法 限 度 額
起 債 の
方 法

利 率 償 還 の 方 法

千円 千円

750,000 272,969

市道整備事業費 370,300 364,600

B&G海洋センター
改修事業費

12,400 15,600

喜連川小屋内運
動場改修事業費

12,500 0

さくら市ミュー
ジアム改修事業
費

22,400 21,100

補　　　　　　正　　　　　　前 補　　　　　　正　　　　　　後
起債の目的

臨時財政対策債

普通貸借　
又　　は　
証券発行

　4.0%以
内（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては当該
見直し後
の利率と
する。）

　政府資金に
ついては、そ
の融資条件に
より、銀行そ
の他の場合に
はその債権者
と協定するも
のによる。た
だし、市財政
の都合により
据置期間及び
償還期限を延
長し、短縮
し、若しくは
繰上償還、又
は借換えする
ことができ
る。

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ
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令和4年度さくら市一般会計補正予算
（第10号）に関する説明書
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( )

( )

( )

( )

備考　本年度の期末手当支給率は調整割合を含む。

給　与　費　明　細　書

１　特別職

（単位：千円）

区　分

給　与　費

共済費 合　計職員数
報　酬

7,378 45,127

　（人） 年間支給率(月分)

補
正
後

長　等 3 27,180
10,348

給　料
期末手当 その他

の手当
計

3.15

議　員 18 74,100
22,370

221 37,749

72,325

96,470 23,648 120,118
3.15

その他の
1,390 72,325

特 別 職

計 1,411 146,425 27,180 32,718 221

72,325

7,218 44,967

206,544 31,026 237,570

補
正
前

長　等 3 27,180
10,348

3.15

議　員 18 74,100
22,370

221 37,749

72,145

96,470 23,648 120,118
3.15

その他の
1,389 72,145

特 別 職

計 1,410 146,245 27,180 32,718 221

72,145

206,364 30,866 237,230

比

較

長　等 0 0 0

0 0 0

0 0 160 160

0 180 160 340計 1 180 0 0

180 180
特 別 職

0 0

その他の
1 180

議　員 0
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( )

( )

( )

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

宿日直手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当

比　較

比　較 3,381

308,694

312,032

△ 3,338

194,658

197,249

△ 2,591

△ 1,365

919

883

36

扶養手当 通勤手当 住居手当

2,888,684
361

362

給　料

職員手当
区　分

579

比　較

（単位：千円）

区　分

補正後 35,282

34,703

19,523

20,888

26,900

26,598

302

補正前

△ 2,167

2,914,470

△ 25,786

2,406,817

2,430,436

△ 23,619△ 22,035

784,015

786,649

△ 2,634

484,0341,262,529

２　一般職

（１）総括

備考合　計共済費
計職員手当

区　分

481,867

2,265

2,265

0

993

993

0

補正後

補正前

39,967

36,586

児童手当

0

0

0

137

137,387

137,524

225

17,065

17,290

（単位：千円）

の 内 訳

単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

補正前 0 0

区　分 地域手当

補正後 0 0

寒冷地手当

給　与　費

報　酬

382,308

381,258

1,050

比　較 0 0

1,240,494

職員数

　　（人）

補正後

補正前

318

315

△ 1

3
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( )

( )

( )

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

比　較 0 0

補正前 0 0

区　分 地域手当 寒冷地手当

補正後 0 0

0 993

比　較 3,381 △ 3,338 △ 2,591 225 0 0

の 内 訳 補正前 36,586 218,019 197,249 17,065

職員手当

補正後 39,967 214,681 194,658 17,290 0 993

区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当

比　較 302 520 △ 1,365 36 137 0

単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

補正前 26,598 17,628 20,888 883

宿日直手当

補正後 26,900 18,148 19,523 919 130,612 2,265

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

130,475 2,265

（単位：千円）

1,793,366 377,056 2,170,422
309

比　較
0

0 △ 22,035 △ 2,693

補正前
4

0 1,124,717 668,649

△ 24,728 △ 2,167 △ 26,895
△ 1

補正後
4

0 1,102,682 665,956 1,768,638 374,889 2,143,527
308

　ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位：千円）

区　分
職員数 給　与　費

共済費 合　計 備考
　　（人） 報　酬 給　料 職員手当 計
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( )

( )

( )

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

比　較 0 0

補正前 0 0

区　分 地域手当 寒冷地手当

補正後 0 0

0 0

比　較 0 0 0 0 0 0

の 内 訳 補正前 0 94,013 0 0

職員手当

補正後 0 94,013 0 0 0 0

区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当

比　較 0 59 0 0 0 0

単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

補正前 0 17,075 0 0

宿日直手当

補正後 0 17,134 0 0 6,912 0

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

6,912 0

（単位：千円）

637,070 106,978 744,048
53

比　較
3

1,050 0 59

補正前
311

381,258 137,812 118,000

1,109 0 1,109
0

補正後
314

382,308 137,812 118,059 638,179 106,978 745,157
53

　イ　会計年度任用職員

（単位：千円）

区　分
職員数 給　与　費

共済費 合　計 備考
　　（人） 報　酬 給　料 職員手当 計
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（単位：千円）

国・県 地方債 その他

4-広島平和記念式典
中学生派遣事業

1,850
令和4年度　　
令和5年度

1,850 1,850

4-特別企画展開催事
業（30周年記念
SAKURA展開催）

2,885
令和4年度　
令和5年度

2,885 2,885

4-議会だより印刷製
本費

2,000
令和4年度　
令和5年度

2,000 2,000

4-広報紙発行業務委
託

14,288
令和4年度　
令和5年度

14,288 14,288

4-ふるさと納税中間
管理業務委託

671,660
令和4年度　
令和7年度

671,660 671,660

4-さくら市喜連川児
童センター指定管理
業務委託

165,000
令和4年度　
令和9年度

165,000 55,000 110,000

4-さくら市氏家地区
農産物直売所指定管
理業務委託

21,900
令和4年度　
令和7年度

21,900 21,900

4-道路管理業務委託 56,000
令和4年度　
令和5年度

56,000 56,000

4-ICT支援員業務委託 48,393
令和4年度　
令和7年度

48,393 48,393

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左の財源内訳

特　定　財　源事　　　　　項 限 度 額

期　間 金　額 期　間 金　額
一　般　
財　源
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（単位：千円）

起債見込額 元金償還見込額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ＋Ｂ－Ｃ）

１　普　通　債 13,611,863 13,575,238 1,303,569 1,698,410 13,180,397 

（１）総務 5,816,991 6,117,263 272,969 634,679 5,755,553 

（２）民生 372,104 321,562 33,900 62,662 292,800 

（３）衛生 329,659 325,596 0 27,788 297,808 

（４）農林水産 602,766 539,004 41,300 76,074 504,230 

（５）商工 33,800 90,410 9,100 10,000 89,510 

（６）土木 2,711,951 2,575,521 528,800 414,349 2,689,972 

（７）消防 623,324 567,784 26,800 84,988 509,596 

（８）教育 3,121,268 3,038,098 390,700 387,870 3,040,928 

２　災害復旧費 90,594 88,993 0 12,310 76,683 

（１）公共土木施設 41,944 40,768 0 2,202 38,566 

（２）農林水産業施設 48,650 48,225 0 10,108 38,117 

（３）その他公共施設 0 0 0 0 0 

合　　　計 13,702,457 13,664,231 1,303,569 1,710,720 13,257,080 

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当該年度中増減見込額

区　　　分

前々年度末
現在高

前年度末
現在高見込額

当該年度末
現在高見込額
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議案第 9 号

令和 4 年度氏家都市計画事業上阿久津台地土地区画整理事業

特別会計補正予算（第 2 号）

令和 4 年度氏家都市計画事業上阿久津台地土地区画整理事業特別会計

の補正予算（第 2 号）は、次に定めるところによる ｡

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 97 万 円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 2 億 8,900 万円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

令和 4 年 12 月 1 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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令和4年度氏家都市計画事業上阿久津台地
土地区画整理事業特別会計補正予算

（第2号）に関する説明書
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( )

( )

( )

比　較 0 0

15,356

職員数

　　（人）

補正後

補正前

0

0

0

（単位：千円）

の 内 訳

単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

補正前 0 0

区　分 地域手当

補正後 0 0

14,653

0

0

0

0

0

0

補正後

補正前

0

0

0

0

寒冷地手当

0

0

1,085

2,000

△ 915

0

0

0

児童手当

0

１　一般職

（１）総括

備考合　計共済費
計職員手当

区　分

4,976

給　与　費

報　酬

0

27,158

854

23,036

22,676

360703

7,680

8,023

△ 343

4,482

0

28,012
4

4

給　料

職員手当
区　分

△ 61

比　較

（単位：千円）

区　分

補正後 158

219

330

330

100

0

100

補正前

494

給　与　費　明　細　書

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

宿日直手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当

比　較

比　較 0

3,262

2,898

364

2,697

2,528

169

0

48

48

0

扶養手当 通勤手当 住居手当
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議案第 10 号

令和 4 年度さくら市国民健康保険特別会計補正予算（第 2 号）

令和 4 年度さくら市国民健康保険特別会計の補正予算（第 2 号）は、

次に定めるところによる ｡

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 375 万 8 千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 40 億 5,354 万 3 千

円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

令和 4 年 12 月 1 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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令和4年度さくら市国民健康保険特別会計補正予算
（第2号）に関する説明書
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議案第 11 号

令和 4 年度さくら市介護保険特別会計補正予算（第 4 号）

令和 4 年度さくら市介護保険特別会計の補正予算（第 4 号）は、次に

定めるところによる ｡

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 257 万 5 千円

を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 36 億 5,288 万 5 千

円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

令和 4 年 12 月 1 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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令和4年度さくら市介護保険特別会計補正予算
（第4号）に関する説明書
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( )

( )

( )

給　与　費　明　細　書

18,909

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

宿日直手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当

比　較

比　較 0

9,432

9,855

△ 423

4,936

5,271

△ 335

0

15

15

補正後 0 0

補正前

11

11

職員手当
区　分

△ 116

比　較

（単位：千円）

区　分

補正後 1,248

1,364

240

240

438

318

120

補正前

△ 2,202△ 1,747△ 993

18,909

10,43432,066
9

81,87271,438

0

0

児童手当

△ 455
0

0

20,463

△ 754

0

扶養手当 通勤手当 住居手当

0

0

0

0

0

１　一般職

（１）総括

備考合　計共済費
計職員手当

区　分

9,979 79,670
9

給　料

31,073 69,69119,709

職員数

　　（人）

補正後

給　与　費

報　酬

（単位：千円）

3,400

補正前 0 0

3,400

0

管理職特別
勤務手当

0

0

0

補正後

補正前

0

0

寒冷地手当

0

0

0

比　較 0

の 内 訳

単身赴任
手当

0

区　分 地域手当
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( )

( )

( )

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

比　較 0 0

補正前 0 0

区　分 地域手当 寒冷地手当

補正後 0 0

0 0

比　較 0 △ 423 △ 335 0 0 0

の 内 訳 補正前 0 6,111 5,271 0

職員手当

補正後 0 5,688 4,936 0 0 0

区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当

比　較 120 △ 116 0 0 0 0

単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

補正前 318 590 240 15

宿日直手当

補正後 438 474 240 15 3,400 0

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外勤務

手当

3,400 0

（単位：千円）

48,011 10,434 58,445
9

比　較
0

0 △ 993 △ 754

補正前
0

0 32,066 15,945

△ 1,747 △ 455 △ 2,202
0

補正後
0

0 31,073 15,191 46,264 9,979 56,243
9

　ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位：千円）

区　分
職員数 給　与　費

共済費 合　計 備考
　　（人） 報　酬 給　料 職員手当 計
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議案第12号

令和4年度さくら市水道事業会計補正予算（第2号）

（総　則）
第1条　令和4年度さくら市水道事業会計の補正予算(第2号)は、次に定めるところによる。

（債務負担行為）
第2条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりとする。

事項 期間 限度額
令和4年度から
令和5年度まで
令和4年度から
令和5年度まで
令和4年度から
令和5年度まで
令和4年度から
令和7年度まで

令和4年12月1日提出
さくら市長　뤷塚　隆志

次亜塩素酸ナトリウム購入 2,306千円

水道メーター購入 12,497千円

給水工事検査業務委託 1,347千円

水道施設運転管理業務委託 190,740千円
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債務負担行為に関する調書

　（単位：千円）

事　　項 限度額

前年度末までの支払義務
発生（見込）額

当該年度以降の支払義務発
生予定額

左の財源
内訳

期　間 金　額 期　間 金　額 営業収益

4-次亜塩素酸ナトリ
ウム購入

2,306 - -
令和4年度から
令和5年度まで

2,306 2,306

4-水道メーター購入 12,497 - -
令和4年度から
令和5年度まで

12,497 12,497

4-給水工事検査業務
委託

1,347 - -
令和4年度から
令和5年度まで

1,347 1,347

4-水道施設運転管理
業務委託

190,740 - -
令和4年度から
令和7年度まで

190,740 190,740
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（収益的収入及び支出）

　　　た収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科　　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）
　　　　　収　　　　　　入
　第1款　下水道事業収益 千円 千円 千円
　　第2項　営業外収益 千円 千円 千円

　　　　　支　　　　　　出
　第1款　下水道事業費用 千円 千円 千円
　　第1項　営業費用 千円 千円 千円

（資本的収入及び支出）

（科　　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）
　　　　　収　　　　　　入
　第1款　資本的収入 千円 千円 千円
　　第3項　補助金 千円 千円 千円

　　　　　支　　　　　　出
　第1款　資本的支出 千円 千円 千円
　　第1項　建設改良費 千円 千円 千円

（科　　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）
　（1）　職員給与費 千円 千円 千円

汚水桝等設置業務委託 35,000千円

　　令和4年12月1日提出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さくら市長　뤷塚　隆志

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第5条　予算第9条に定めた経費の金額を次のように改める。　　

52,367 2,271 54,638

事項 期間 限度額
令和4年度から
令和5年度まで

582,364 1,257 583,621

（債務負担行為）
第4条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりとする。

188,921 1,257 190,178

1,000,581 1,257 1,001,838

第3条　予算第4条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。
　　　

522,599 1,257 523,856

905,960 1,014 906,974
818,740 1,014 819,754

第2条　令和4年度さくら市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第3条に定め

1,066,402 1,014 1,067,416
744,125 1,014 745,139

議案第13号

令和4年度さくら市下水道事業会計補正予算（第3号）

（総　則）
第1条　令和4年度さくら市下水道事業会計の補正予算（第3号）は、次に定めるところ
　　　による。
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5  令和4年度さくら市下水道事業会計予定貸借対照表

〇　令和4年度さくら市下水道事業会計補正予算（第3号）明細書

令和4年度さくら市下水道事業会計補正予算（第3号）に関する説明書

1　令和4年度さくら市下水道事業会計補正予算（第3号）実施計画

2　令和4年度さくら市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

3　補正予算給与費明細書

4  債務負担行為に関する調書
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(単位：千円)

既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

1,066,402 1,014 1,067,416

744,125 1,014 745,139

520,896 1,014 521,910 一般会計補助金

(単位：千円)

既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

905,960 1,014 906,974

818,740 1,014 819,754

 81,257 1,014 82,271

資 本 的 収 入 及 び 支 出

(単位：千円)

既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

522,599 1,257 523,856

188,921 1,257 190,178

44,571 1,257 45,828 一般会計補助金

(単位：千円)

既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

1,000,581 1,257 1,001,838

582,364 1,257 583,621

 40,199 1,257 41,456

1．建設改良費

1．事務費

3．補助金

2．他会計補助金

支　　　出

款　　項　　目

1．資本的支出

1．営業費用

3．総係費

収　　　入

款　　項　　目

1．資本的収入

2．営業外収益

2．他会計補助金

支　　　出

款　　項　　目

1．下水道事業費用

令和4年度さくら市下水道事業会計補正予算（第3号）実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

款　　項　　目

1．下水道事業収益
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（単位：円）

1．業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 148,936,000

　　減価償却費 463,928,000

　　減損損失 0

　　賞与引当金の増減額（減少△） 0

　　貸倒引当金の増減額（減少△） 1,039,000

　　長期前受金戻入 △223,225,000

　　受取利息及び受取配当金 0

　　支払利息 82,700,000

　　有形固定資産売却損益（益△） 0

　　資産減耗費 2,000,000

　　未収金の増減額（増加△） 527,000

　　未払金の増減額（減少△） 0

　　貯蔵品の増減額（増加△） △211,310

　　前払金の増減額（増加△） 0

　　その他流動資産の増減額（減少△） 0

　　前受金の増減額（増加△） 0

　　その他流動負債の増減額（減少△） 0

　　小計 475,693,690

　　利息及び配当金の受取額 0

　　利息の支払額 △82,700,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 392,993,690

2．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △451,310,000

　　有形固定資産の売却による収入 0

　　有形固定資産の除却による支出 0

　　国庫補助金等による収入 144,350,000

　　工事負担金による収入 0

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 45,828,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △261,132,000

3．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 317,500,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △418,217,000

　　他会計からの出資による収入 0

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △100,717,000

資金に係る換算差額 0

資金増加額（又は減少額） 31,144,690

資金期首残高 45,805,348

資金期末残高 76,950,038

令和4年度さくら市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月31日まで）
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宿日直手当

区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当
単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

区　分 地域手当 寒冷地手当

52,223

比

較

損益勘定
支弁職員 0 0 153 0 103 256 732 988

資本勘定
支弁職員 0 0 33 0 845 878 373 1,251

合計 0 0 186

28,750

資本勘定
支弁職員 0 0 12,023 0 7,584 19,607 3,866 23,473

補
正
前

損益勘定
支弁職員 0 0 15,206 0 8,859 24,065 4,685

合計 0 0 27,229 0 16,443 43,672 8,551

8,429 20,485 4,239 24,724

合計 0 0 27,415 0 17,391 44,806 9,656 54,462

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

区　分
法　定
福利費

合　計
報　酬 給　料 賃　金 手　当 計

補
正
後

損益勘定
支弁職員 0 0 15,359 0 8,962 24,321 5,417 29,738

資本勘定
支弁職員 0 0 12,056 0

補正後 0 0

補正前 0 0

比　較 0 0

の 内 訳 補正前 1,125 5,504 5,073 540 0 0

比　較 477 147 42 0 0 0

職員手当

補正後 1,602 5,651 5,115 540 0 0

補正前 978 579 642 2 2,000 0

比　較 441 △ 93 △ 66 0 0 0

0

( 0 )

0

（単位：千円）

補正後 1,419 486 576 2 2,000 0

0 948 1,134 1,105 2,239

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外勤務

手当

( 0 )

7

( 0 )

0

( 0 )

7

( 0 )

4

( 0 )

3

( 0 )

4

( 0 )

3

( 0 )

給　　与　　費　　明　　細　　書

１　総括

（単位：千円）

職　員　数 給　与　費

特別職 一般職

　（人）　（人）
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（単位：千円）

35,000 35,000
4-汚水桝等設置業
務委託

35,000 ‐ ‐
令和4年度から
令和5年度まで

債務負担行為に関する調書

期　間 金　額 期　間 金　額 営業収益

事　　項 限度額
前年度末までの支払義務発生
（見込）額

当該年度以降の支払義務発生
予定額

 左の財源内訳
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（単位：円）

1．固定資産

　（1）有形固定資産

　　　イ　土地 259,770,019

　　　ロ　建物 684,159,410

　　　　　減価償却累計額 △83,580,879 600,578,531

　　　ハ　構築物 13,662,497,814

　　　　　減価償却累計額 △1,182,090,265 12,480,407,549

　　　ニ　機械及び装置 1,221,073,476

　　　　　減価償却累計額 △422,768,878 798,304,598

　　　ホ　車両運搬具 863,005

　　　　　減価償却累計額 △750,975 112,030

　　　ヘ　工具器具及び備品 1,347,663

　　　　　減価償却累計額 △542,568 805,095

　　　ト　建設仮勘定 2,040,000

　　　有形固定資産合計 14,142,017,822

　（2）無形固定資産

　　　イ　施設利用権 58,378,115

　　　無形固定資産合計 58,378,115

　　　　　固定資産合計 14,200,395,937

2．流動資産

　（1）現金・預金 76,950,038

　（2）未収金 13,000,000

　　　　貸倒引当金 △127,000 12,873,000

　（3）貯蔵品 211,310

　（4）前払金 0

　（5）その他流動資産 300,000

　　　流動資産合計 90,334,348

　　　資産合計 14,290,730,285

令和4年度さくら市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和 5年 3月31日）

資産の部
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3．固定負債

　（1）企業債

　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 5,021,571,949

　　　固定負債合計 5,021,571,949

4．流動負債

　（1）企業債

　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 418,215,470

　（2）未払金 36,700,000

　（3）前受金 0

　（4）引当金 2,738,000

　（5）その他流動負債 300,000

　　　流動負債合計 457,953,470

5．繰延収益

　（1）長期前受金 7,727,617,906

　（2）長期前受金収益化累計額 △946,970,664

　　　繰延収益合計 6,780,647,242

　　　負債合計 12,260,172,661

6．資本金

　（1）資本金 1,082,300,360

　（2）出資金 20,787,139

　　　資本金合計 1,103,087,499

1,103,087,499

7．剰余金

　（1）資本剰余金

　　　イ　補助金 118,534,220

　　　ロ　受贈財産評価額 23,088,706

　　　ハ　寄附金 0

　　　ニ　工事負担金 0

　　　資本剰余金合計 141,622,926

　（2）利益剰余金

　　　イ　減債積立金 0

　　　ロ　利益積立金 0

　　　ハ　建設改良積立金 135,000,000

　　　ニ　当年度未処分利益剰余金 650,847,199

　　　利益剰余金合計 785,847,199

　　　剰余金合計 927,470,125

　　　資本合計 2,030,557,624

　　　負債・資本合計 14,290,730,285

負債の部

資本の部
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収　　　入 (単位：千円)

既　決 補　正

予定額 予定額 金　　額

1,066,402 1,014 1,067,416

744,125 1,014 745,139

520,896 1,014 521,910 1,014 一般会計補助金

支　　　出 (単位：千円)

既　決 補　正

予定額 予定額 金　　額

905,960 1,014 906,974 職員異動等による

818,740 1,014 819,754

81,257 1,014 82,271 153

103

4．法定福利費 732

26

収　　　入 (単位：千円)

既　決 補　正

予定額 予定額 金　　額

522,599 1,257 523,856

188,921 1,257 190,178

44,571 1,257 45,828 1,257 一般会計補助金

支　　　出 (単位：千円)

既　決 補　正

予定額 予定額 金　　額

1,000,581 1,257 1,001,838 職員異動等による

582,364 1,257 583,621

40,199 1,257 41,456 33

845

4．法定福利費 373

65．退職手当組合負担金

款　項　目 計 説　　明

款　項　目 計 説　　明

款　項　目 計 説　　明

款　項　目 計 説　　明

1．資本的支出

1．建設改良費

1．事務費 1．給料

2．手当

3．補助金

2．他会計補助金 1．他会計補助金

節

区　　分

5．退職手当組合負担金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

節

区　　分

1．資本的収入

1．下水道事業費用

1．営業費用

3．総係費 1．給料

2．手当

2．営業外収益

2．他会計補助金 1．他会計補助金

節

区　　分

令和4年度さくら市下水道事業会計補正予算（第3号）明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

節

区　　分

1．下水道事業収益
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議案第 14 号

指定管理者の指定について

下記のとおり指定管理者を指定することについて、地方自治法（昭和

22 年法律第 67 号）第 244 条の 2 第 6 項の規定により、議会の議決を求

める。

記

１ 管理を行わせる公の施設

所在地 さくら市喜連川 3936 番地 1

名 称 さくら市喜連川児童センター

２ 指定管理者となる団体

所在地 東京都調布市調布ヶ丘三丁目 6 番地 3

名 称 シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社

代表者 代表取締役 山田 智治

３ 指定の期間

令和 5 年 4 月 1 日から令和 10 年 3 月 31 日まで

令和 4 年 12 月 1 日提出

さくら市長 뤷塚 隆志
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議案第 15 号

指定管理者の指定について

下記のとおり指定管理者を指定することについて、地方自治法（昭和

22 年法律第 67 号）第 244 条の 2 第 6 項の規定により、議会の議決を求

める。

記

１ 管理を行わせる公の施設

所在地 さくら市蒲須坂 85 番地 2

名 称 さくら市氏家地区農産物直売所

２ 指定管理者となる法人

所在地 栃木県さくら市早乙女 2370 番地

名 称 株式会社セブンハンドレッド

代表者 代表取締役 小林 忠広

３ 指定の期間

令和 5 年 4 月 1 日から令和 8 年 3 月 31 日まで

令和 4 年 12 月 1 日提出

さくら市長 뤷塚 隆志
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諮問第 1 号

人権擁護委員候補者の推薦について

下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいので、人権擁護委

員法（昭和 24 年法律第 139 号）第 6 条第 3 項の規定により、議会の意見

を求める。

記

住 所 さくら市上阿久津 22 番地

氏 名 佐 藤 淳 子

生年月日 昭和 29 年 6 月 6 日

令和 4 年 12 月 1 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

-151-


